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１ ナウルへの開発協力のねらい 
ナウルは、南太平洋中央部に位置する単独の島国（21 ㎢）であり、島の中央部の

海抜 60m に達するリン鉱石の台地の周りを、140-280ｍの幅で帯状の平地が囲んでい

る。同国は国際場裡における我が国の立場を支持するなど、我が国と良好な二国間関

係を築いている。また、同国は、我が国との間に漁業協定を有しており、我が国漁船

が同国の排他的経済水域（EEZ）で操業するなど、漁業分野での関係が深い。 
1980 年代初頭までは、豊富に産出されたリン鉱石の輸出により、当時世界トップ

レベルの一人当たり GNI 水準にあったが、現在ではほぼ枯渇している状況にある。リ

ン鉱石採掘以外に主要な国内産業がなく、豪州政府が開設した難民センター関連収入

や外国漁船による入漁権収入等の不安定な外貨収入に大きく依存した歳入構造であ

る（なお、豪州政府は難民センターの閉鎖を発表、今後の関連収入はなくなる見込み。）。

さらに、国土が狭く人口も少ないため国内市場が小さい（狭小性）、国際市場から地

理的に遠い（隔絶性）等、太平洋島嶼国特有の開発上の困難を抱えている。 
また、反テロリズムや資金洗浄対策に加え、収益性の低さを背景としたコルレス銀

行の撤退のリスクを抱えており、金融制度整備やデジタル経済への移行は今後の大き

な課題である。環境面では、海面上昇や海岸侵食、渇水等の気候変動の影響に脆弱で

あり、島の周辺部に集中する住居や公共施設を島内中心部の台地に移転する必要に迫

られている。 
こうした状況に対し、ナウル政府は 2019 年に「持続可能な国家開発計画：NSDS

（2019-2030）」を策定し、安定・信頼・財政責任のある政府の樹立、教育への平等な

アクセス、保健・生活改善、社会インフラの提供、歳入源多様化、気候変動耐性強化、

国内食料生産及び食糧安全保障の 7 つの柱を掲げ、特に財政健全化、基礎インフラ整

備、保健医療や教育サービス改善のための人材の確保・育成に集中的に取組んでいる。

また、2015 年に「ナウル統合信託基金」を設置、ナウル財政の長期的な自律性を目

指している（同基金には、ナウル政府の他、豪州、NZ、台湾、ADB が資金提供。）。 
こうした点を踏まえ、我が国の「太平洋・島サミット」（PALM）の枠組み等を通じ、

今後も同国の自立的・持続的な発展の後押しと二国間関係の強化のため、継続的な協

力を行う。島嶼国として社会、経済及び文化の面で重要な海洋においても、SDG14
を踏まえ、自由で開かれた持続可能な海洋に資する協力を行うこととする。 

 
２ 我が国の ODA の基本方針（大目標）：気候変動及び島嶼国としての脆弱性に留意

した持続的経済成長基盤の強化 
ナウルのNSDS並びにPALM10で採択された首脳宣言及び共同行動計画に基づき、

我が国は、気候変動や環境問題対策に資する支援に加え、基礎的インフラの整備や社



会サービスの向上、海洋安全保障の強化を通じた脆弱性の克服に資する協力を行う。 
 
３ 重点分野（中目標） 
（１）気候変動・環境管理 
気象や海岸保全分野の能力強化を中心に、気候変動・防災に資するとともに環境管

理にも配慮した協力を実施することにより、脆弱性の克服を支援する。 
 
（２）社会基盤整備及び社会サービスの向上 
運輸交通、通信等の基礎的インフラ整備の支援を重点的に実施するとともに、保

健・教育分野を中心とした基礎的な社会サービスの向上、産業振興、文化財保護分野

に対しても支援を行う。 
 

４ 留意事項 
（１） ナウルの一人当たり GNI は 22,090 米ドル（2023 年世銀）に達し、DAC の

ODA 受取国リストからの卒業議論はあるが、同国が厳しい地理的条件（狭小性、

遠隔性）により多くの面で開発上の困難を抱えていることを踏まえて支援を行う。 
（２） 我が国は、主要ドナーであるオーストラリア、ニュージーランドを始めとし

た他の援助国・機関と積極的な意見交換を行い、援助の重複を回避するとともに、

相乗効果を生むような、効果的かつ効率的な援助の実施に努める。なお、2024 年

12 月、豪州との間で、包括的な経済・社会・安全保障に係る協定（豪州・ナウル

協定）に署名。本協定では、ナウルは豪州から直接財政支援及び警察・安全保障

分野での支援を受けるが、安全保障及び銀行・通信分野に関する重要インフラに

係る第三者の関与について豪州と相互に同意、港湾等その他の重要インフラに係

る第三者の関与については豪州に予め協議することとなっている。 
（３） 太平洋島嶼国地域が地政学的変化に直面する中、日・ナウル二国間関係の重

要性が増していることにも留意しつつ、効果的な案件形成に努める。 
（４） 太平洋諸島フォーラム（PIF）の「ブルーパシフィック大陸のための 2050 年

戦略（2050 Strategy for the Blue Pacific Continent）」を踏まえて採択された PALM10

の首脳宣言及び共同行動計画との整合性に留意し、同国の気候変動への脆弱性も

踏まえて案件形成に努める。 
（了） 
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